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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年9月中間期 50,590 △ 15.4 △ 2,538 － △ 2,719 －

13年9月中間期 59,769 △ 8.7 △ 2,019 － △ 2,071 －

14年3月期 166,904 1,679 1,803

  

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年9月中間期 △ 1,895 － △ 41.29 －
13年9月中間期 △ 1,600 － △ 34.84 －
14年3月期 △ 1,455 △ 31.69 －
(注)①持分法投資損益　14年9月中間期　 60百万円　　13年9月中間期　　16百万円　　14年3月期　0百万円

     ②期中平均株式数(連結） 14年 9月中間期   45,906,628 株　　13年 9月中間期   45,928,093 株 　　14年 3月期   45,923,188 株 

     ③会計処理の方法の変更　　　無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年9月中間期 141,334 41,904 29.6 913.07

13年9月中間期 138,741 44,331 31.9 965.19

14年3月期 147,454 44,422 30.1 967.50

(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期　45,894,559 株   13年 9月中間期　45,930,461株　　14年 3月期 45,914,005 株　　

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　営業活動による 　投資活動による  財務活動による 　現金及び現金同等物
 キャッシュ・フロー  キャッシュ・フロー  キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年9月中間期 △ 890 △ 1,560 △ 746 25,754

13年9月中間期 △ 4,472 279 △ 1,030 27,867

14年3月期 △ 499 213 △ 3,814 29,004

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  11　社   持分法適用非連結子会社数　      －社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） －社 　 （除外） －社 　　持分法（新規）－社　　 （除外） －社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）

百万円 百万円 百万円

通　　期 160,000 1,800 1,150

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   25 円 06 銭 
※　連結業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
　　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　上記連結業績予想に関する事項につきましては、連結添付資料の５ページをご参照下さい。

当期純利益

１株当たり中間
（当期）純利益

総  資  産 株  主  資　本

売　上　高 経　常　利　益

１株当たり株主資本株主資本比率

売　　上　　高

中間（当期）純利益

営　業　利　益 経　常　利　益

潜在株式調整後1株当
たり中間（当期）純利



１．企業集団の状況 
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当社の企業集団は、当社、子会社 11 社、関連会社 1 社で構成され、電気、空調、水道衛

生設備工事の設計、監理及び施工を主な事業としております。 

当グループの事業に係る位置づけ及び事業の系統図は次のとおりであります。 

 

（１）当グループの事業に係る位置づけ 

 設備工事業 

電気・空調・水道衛生設備工事業 

当社が受注した工事のうちの一部については、ダイダンサービス関東㈱、大電工

事㈱、㈱大電工事、ダイダンサービス関西㈱、岡山大電設備㈱、九州大電設備㈱、

熊本大電設備㈱、CNA ENGINEERS PTE LTD.、DAI-DAN PHILIPPINES,INC.

に施工を担当させております。MERINO O.D.D. SDN. BHD.に対して当社は、設備

機器を販売しております。また、THAI O.D.D. CO., LTD.に対して当社は、技術援

助を行っております。 

ガス配管工事業 

㈱京ガスは、大阪ガス㈱発注のガス配管工事を施工しており、当社からの発注は

僅少であります。 

 

（２）事業の系統図 
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２．経営方針 
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（１）経営の基本方針 

当社は、総合設備工事会社として、「顧客の信頼と満足に応える技術」、「環境保全に

貢献する技術」をもって、安全で使い易く高品質な環境を提供し、社会に貢献するこ

とを経営の基本方針としております。 

このような経営方針のもと、電気・空調・水道衛生設備工事等の設計・施工を基本

とし、産業構造の変化ならびに顧客の要請に応えるべく、新規技術の開発やそれに伴

う新規事業化に挑戦し、活力ある企業を目指しております。 

経営指標といたしましては、株主資本利益率５％以上の達成を目標としております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社は、従来から健全な財務体質の構築に努め、株主様の期待に応える安定的かつ

継続的な利益の還元を基本方針としております。 

 

（３）コーポレートガバナンス 

経営環境の激しい変化に即応するべく、経営審議会において、経営の重要課題に関

し、的確な対策を迅速に検討し、社内外からも意見を取り入れ、若手幹部社員の委員

会の意見などをふまえた、将来に向けての経営方針や施策を決定しております。併せ

て、取締役会に提案を行い、取締役会の活性化を図っております。 

監査役は、取締役会に先立ち監査役会を開催し、取締役会審議事項の確認と監査役

会の意見を取締役会に具申することを常態としております。 

また、全社的業務執行の統一を図るため、支店長会議を毎月開催し、経営方針や施

策の説明を行うと同時に、支店における諸問題を討議し、速やかな解決を図っており

ます。 

 

（４）中長期的な経営戦略 

平成１２年４月から実施しております中期経営計画「チャレンジ ＮＥＷ－ＤＡＩ

ＤＡＮ １００」につきましては、毎年、経営環境の変化に対応するべくローリング

を行い、次のとおり具体策を推進しております。 

 

① 営業面 

コージェネレーションシステムに代表される省エネルギー技術、ロンワークスに代

表されるオープンネットワーク技術や、電子デバイス産業およびバイオに代表される

クリーン技術につきましては、重点分野として、計画から施工・保守まで一貫した組

織による積極的な営業を引き続き推進しております。 

また、得意部門であります医療のほか、製薬、食品、ＩＴ関連産業につきましても、

重点市場と位置づけ、計画から施工・保守まで一貫した組織を視野に入れ、新規技術

の開発や既存技術の改善改良による提案型営業を展開しております。 

さらに、長年にわたる豊富な施工実績を活かし、省エネルギー技術を活用したリニ
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ューアル工事の受注拡大を強力に進めており、その一環としてＥＳＣＯ事業へも進出

しております。 

 

② 開発技術面 

社会情勢の変化を的確に捉え、市場のニーズに応える新規技術の研究開発を推進し

ております。 

また、施工品質の確保と効率化を目的とした研究開発や既開発システムならびに製

品の改善・改良にも、従来どおり取り組んでおります。 

 

③ 施工技術面 

一世紀にわたる施工技術の蓄積を活かし、品質はもとより、コストパフォーマンス

の高い設備の提供を継続してまいります。 

さらに、施工技術に関する指導部門を強化すると同時に、施工現場への支援体制を

充実させ、品質と安全および環境保全を重点課題として、顧客のニーズに応える建築

設備の提供を推進しております。 

 

④ 情報技術面 

業務の効率化・スピード化を目的に、各部門間の情報共有化を指向した全社情報シ

ステムの再構築を平成１５年４月の全面稼働に向け推進しており、既に一部のシステ

ムが稼働しております。 

 

⑤ ＩＳＯ 

「ＩＳＯ１４００１」につきましては、平成１４年２月に全社一括にて認証取得い

たしました。また、認証取得済の「ＩＳＯ９０００シリーズ」につきましては、２０

００年改訂対応作業を進めており、今年度は約半数の事業所について、来年度にはす

べての事業所について、完了の予定であります。 

 

⑥ 人事面 

「新目標管理評価」による成果型給与体系の確立と「コンピテンシー評価」の定着

を図り、人材の有効活用ならびに組織の活性化を進めております。 

また、確定給付企業年金法の施行を受け、厚生年金基金の代行部分返上を視野に入

れ、年金制度および退職金制度の改革を検討中であります。 

 

 

このような諸施策を確実に実施し、創業１００周年を迎える平成１５年３月に向け

て全社一丸となって業績向上に取り組んでまいります。 

 



３．経営成績及び財政状態 
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（１）当中間期の概況 

当中間期におけるわが国経済は、期初には輸出関連企業に一部持ち直しの動きがみ

られましたものの、デフレの進行や株価の下落が続き、雇用や所得の改善もみられず、

また、米国経済の減速に対する警戒感から内需が低迷し、個人消費も長引く不況によ

り低調に推移し、景気回復には程遠い状況が続きました。 

   建築設備業界におきましては、公共投資はさらに減少し、民間設備投資についても、

先行き不安感により企業投資の落ち込みが激しく、非常に厳しい受注環境が続きまし

た。 

当企業集団は、このような経済環境におきまして、先に述べましたとおり中期経営

計画を着実に実施いたしましたが、連結受注工事高は、前中間期比０．０％減の   

６６８億８千５百万円、完成工事高につきましては、前中間期比１５．４％減の   

５０５億９千万円となりました。 

利益面につきましては、完成工事が下半期に集中することにより、営業損失は２５

億３千８百万円（前中間期営業損失２０億１千９百万円）、経常損失は２７億１千９百

万円（前中間期経常損失２０億７千１百万円）となりました。その結果、中間純損失

は１８億９千５百万円（前中間期純損失１６億円）となりました。 

 

（２）財政状態 

当中間期の現金及び現金同等物（以下｢資金｣という。）は、前期末に比べて３２億４

千９百万円（１１．２％）減少し、２５７億５千４百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間期における営業活動に係る資金収支は、税金等調整前中間純損失が２８億

４千８百万円となったことなどにより、８億９千万円の資金の減少となりました。

前年同期が４４億７千２百万円の減少であったことに比べ、工事関連資金収支が改

善したため、差引３５億８千２百万円の増加となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期における投資活動に係る資金収支は、投資有価証券の取得による支出 

１５億５千７百万円などにより、１５億６千万円の資金の減少となりました。前年

同期が２億７千９百万円の資金の増加であったことに比べ、差引１８億３千９百万

円の減少となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期における財務活動に係る資金収支は、配当金の支払額５億５百万円、借

入金の返済による支出２億３千万円などにより、７億４千６百万円の資金の減少と

なりました。前年同期が１０億３千万円の減少であったことに比べ、差引２億８千

４百万円の増加となりました。 

 

当中間期におきましても、利益配分に関する基本方針に基づき前期と同様の、１株

につき普通配当５円といたしました。 
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（３）通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、不良債権処理の加速や株価の低迷、米国経済の減速

など、ますます不安定な経済状況が続くものと思われます。 

建築設備業界におきましては、公共投資の削減と民間設備投資の低迷により、厳し

い受注環境が続くものと予測されます。 

当企業集団といたしましては、今後の経済情勢の変化に対処するためグループ一丸

となって工事利益の確保、施工の効率化に努力してまいります。 

なお、通期の予想といたしましては、連結受注工事高は１，６００億円、完成工事

高は１，６００億円、経常利益は１８億円、当期純利益は１１億５千万円を見込んで

おります。 

期末配当金につきましては、利益配分に関する基本方針に基づき、１株につき普通

配当５円、特別配当６円、合計１１円を予定しております。中間配当１株につき５円

を加えますと、通期では１６円となる見込みであります。 

 

 

 



４．中間連結財務諸表等 
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（１）中間連結貸借対照表 

      （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成 14年 9月 30日現在）

前中間連結会計期間末 
 

（平成 13年 9月 30日現在）

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成 14年 3月 31日現在）
期 別 

 
科 目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）              ％  ％  ％ 

流 動 資 産                 

 現 金 預 金           23,723  25,598  27,110  

 受取手形・完成工事未収入金           33,263  40,470  55,009  

 有 価 証 券           2,178  2,626  2,330  

 未 成 工 事 支 出 金 等           47,804  36,642  30,594  

 そ の 他           6,242  6,260  6,318  

 貸 倒 引 当 金           △ 523  △ 400  △ 699  

 流 動 資 産 合 計           112,688 79.7 111,196 80.1 120,663 81.8 

固 定 資 産                 

 有 形 固 定 資 産           5,755  5,998  5,834  

 無 形 固 定 資 産           1,059  148  419  

 投 資 等           21,830  21,398  20,537  

  投 資 有 価 証 券           10,521  10,713  9,102  

  そ の 他           13,033  11,403  13,085  

  貸 倒 引 当 金           △ 1,724  △ 719  △ 1,650  

固 定 資 産 合 計           28,645 20.3 27,544 19.9 26,791 18.2 

資 産 合 計           141,334 100.0 138,741 100.0 147,454 100.0 
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      （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成 14年 9月 30日現在）

前中間連結会計期間末 
 

（平成 13年 9月 30日現在）

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成 14年 3月 31日現在）
期 別 

 
科 目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）               ％  ％  ％ 

流 動 負 債                 

 支払手形・工事未払金           38,193  42,741  60,398  

 短 期 借 入 金           9,679  11,731  9,486  

 未 成 工 事 受 入 金           33,933  22,847  16,577  

 完成工事補償引当金           48  35  34  

 そ の 他           6,855  6,171  5,641  

 流 動 負 債 合 計           88,710 62.8 83,526 60.2 92,137 62.5 

固 定 負 債                 

 長 期 借 入 金           4,401  5,122  4,824  

 退 職 給 付 引 当 金           5,676  5,024  5,284  

 役員退職慰労引当金           379  404  442  

 債務保証損失引当金           210  210  210  

そ の 他           24  42  39  

 固 定 負 債 合 計           10,691 7.6 10,803 7.8 10,801 7.3 

負  債  合  計           99,402 70.4 94,329 68.0 102,939 69.8 

（ 少 数 株 主 持 分 ）                    

 少 数 株 主 持 分           27 0.0 79 0.1 93 0.1 

（ 資 本 の 部 ）                    

資 本 金 ― ― 4,479 3.2 4,479 3.0 

資 本 準 備 金 ― ― 4,716 3.4 4,716 3.2 

連 結 剰 余 金 ― ― 35,006 25.2 34,922 23.7 

その他有価証券評価差額金 ― ― 102 0.1 270 0.2 

為 替 換 算 調 整 勘 定 ― ― 40 0.0 55 0.0 

自 己 株 式 ― ― △ 0 △ 0.0 △ 7 △ 0.0 

子会社の所有する親会社株式           ― ― △ 14 △ 0.0 △ 14 △ 0.0 

資 本 金 4,479 3.2 ― ― ― ― 

資 本 剰 余 金 4,716 3.3 ― ― ― ― 

利 益 剰 余 金 32,517 23.0 ― ― ― ― 

その他有価証券評価差額金 219 0.1 ― ― ― ― 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 4 △ 0.0 ― ― ― ― 

自 己 株 式 △ 22 △ 0.0 ― ― ― ― 

 資 本 合 計            41,904 29.6 44,331 31.9 44,422 30.1 

負債、少数株主持分及び資本合計  141,334 100.0 138,741 100.0 147,454 100.0 
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（２）中間連結損益計算書  

                         （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
平成 14 年 4 月 1 日から 
平成 14 年 9 月 30 日まで 

平成 13年4月  1日         から 
平成13年9月30日         まで 

平成 13 年 4 月 1 日から 
平成 14 年 3 月 31 日まで 

             期 別 
 
科 目 金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率 
  ％  ％  ％ 
完 成 工 事 高           50,590 100.0 59,769 100.0 166,904 100.0 

完 成 工 事 原 価           47,231 93.4 
 

56,147 93.9 153,611 92.0 

 完 成 工 事 総 利 益                3,358 6.6 3,622 6.1 13,292 8.0 

販売費及び一般管理費           5,896 
10,883333

11.6 5,641 
10,889 

9.5 11,613 7.0 

 営業利益及び営業損失（△） △ 2,538 △ 5.0 △ 2,019 △ 3.4 1,679 1.0 

営 業 外 収 益           (229) 0.4 (172) 
35) 

0.3 (472) 0.3 

 受 取 利 息 19  32 
 

 54 
 

 

 受 取 配 当 金 31  37  58  

不 動 産 賃 貸 料 32  32  64  

保 険 金 収 入 53  40  91  

 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 1  3  6  

 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 60  16  0   

 そ の 他 30  9   199   

営 業 外 費 用           (410) 0.8 (224) 0.4 (348) 0.2 

 支 払 利 息 134  149  290  

支 払 保 証 料 －  －  40  

為 替 差 損 242  59  －  

 そ の 他 32  15  17  

 経常利益及び経常損失（△） △ 2,719 △ 5.4 △ 2,071 △ 3.5 1,803 1.1 

特 別 利 益           (7) 0.0 (9) 0.0 (244) 0.1 

 固 定 資 産 売 却 益                －  9  242  

投 資 有 価 証 券 売 却 益                7  0  1  

特 別 損 失           (136) 0.2 (257) 0.4 (3,644) 2.2 

 固 定 資 産 売 却 損 14  1  8  

 固 定 資 産 除 却 損 12  6  14  

 投 資 有 価 証 券 売 却 損 12  －  6  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 66  112  2,207  

 ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損 29  136  334  

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 －  －  751  

そ の 他 －  －  321  

税金等調整前中間（当期）純損失（△）  △ 2,848  △ 5.6  △ 2,319  △ 3.9  △ 1,596 △ 1.0 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税                116 0.2 104 0.1 235 0.1 

法 人 税 等 調 整 額                △ 1,015 △ 2.0 △ 795 △ 1.3 △ 362 △ 0.2 

少 数 株 主 損 失 （ △ ） △ 53 △ 0.1 △ 27 △ 0.0 △ 14 △ 0.0 

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 （ △ ） △ 1,895 △ 3.7 △ 1,600 △ 2.7  △ 1,455 △ 0.9 
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（３）中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
平成 14 年 4 月 1 日から 
平成 14 年 9 月 30 日まで 

平成1 3年4月  1日         から 
平成13年9月30日         まで 

平成 13 年 4 月 1 日から 
平成 14 年 3 月 31 日まで 

期 別 
 
科 目 

金   額 金   額 金   額 

連結剰余金期首残高  ―  37,113  37,113 

連 結 剰 余 金 減 少 高       

 株 主 配 当 金          ―  505  734  

 役 員 賞 与 金          ―  0  0  

(うち監査役分） ― ― （0） 505 （0） 735 

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失  ―  1,600  1,455 

連結剰余金中間期末（期末）残高  ―  35,006  34,922 

       

（資本剰余金の部）       

資 本 剰 余 金 期 首 残 高       

資本準備金期首残高  4,716  ―  ― 

資本剰余金中間期末残高  4,716  ―  ― 

       

（利益剰余金の部）       

利 益 剰 余 金 期 首 残 高       

連結剰余金期首残高  34,922  ―  ― 

利 益 剰 余 金 減 少 高       

 株 主 配 当 金 505  ―  ―  

 役 員 賞 与 金 4  ―  ―  

(うち監査役分） （0）  ―  ―  

中 間 純 損 失  1,895 2,404 ― ― ― ― 

利益剰余金中間期末残高  32,517  ―  ― 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書                  

   （単位：百万円） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

平成 14 年 4 月 1 日から
平成 14 年 9 月 30 日まで

平成 13年4月  1日         から 
平成13年9月30日         まで 

平成 13 年 4 月 1 日から 
平成 14 年 3 月 31 日まで

 
期 別 

 
科 目 金  額 金  額 金  額 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    
  税金等調整前中間（当期）純損失（△） △ 2,848 △ 2,319 △ 1,596 
  減価償却費 87 98 194 
  連結調整勘定償却額 △ 1 △ 3 △ 6 
  貸倒引当金の増減額 △ 101 121 1,350 
  退職給付引当金・役員退職慰労引当金の増減額 328 

215 
215 514 

  受取利息及び受取配当金 △ 51 △ 70 △ 112 
  支払利息 134 149 290 
  持分法による投資損益 △ 60 △ 16 △ 0 
  投資有価証券評価損 66 112 2,207 
  投資有価証券売却損益 4 △ 0 4 
  固定資産売却損益 14 △ 7 △ 234 
  固定資産除却損 12 6 14 
  ゴルフ会員権等評価損 ― 28 115 
  役員賞与支払額 △ 6 △ 1 △ 1 
  売上債権の増減額 21,595 25,079 9,745 
  未成工事支出金の増減額 △ 17,212 △ 8,944 △ 2,889 
  その他の流動資産の増減額 963 2,627 818 
  仕入債務の増減額 △ 22,204 △ 25,171 △ 7,515 
  未成工事受入金の増減額 17,356 5,036 △ 1,233 
  その他の流動負債の増減額 1,254 △ 1,221 △ 1,807 

小        計 △ 667 △ 4,281 △ 141 
  利息及び配当金受取額 51 73 116 
  利息支払額 △ 128 △ 144 △ 283 
  法人税等の支払額 △ 146 △ 120 △ 191 

  営業活動によるキャッシュ・フロー △ 890 △ 4,472 △ 499 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    
  定期預金の預入による支出 △ 27 △ 2 △ 179 

   定期預金の払戻による収入 213 － － 
  有価証券の取得による支出 △ 549 △ 49 △ 201 
  有価証券の売却による収入 651 99 149 
  有形固定資産の取得による支出 △ 33 △ 42 △ 100 
  有形固定資産の売却による収入 4 51 406 
  投資有価証券の取得による支出 △ 1,557 △ 225 △ 459 
  投資有価証券の売却による収入 30 0 219 
  子会社株式の取得による支出 △ 10 △ 5 △ 5 
  貸付による支出 △ 3 △ 10 △ 44 
  貸付の回収による収入 8 25 38 
  その他の固定資産の取得による支出 △ 1,034 △ 430 △ 702 
  その他の固定資産の売却による収入 745 868 1,092 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,560 279 213 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
  短期借入れによる収入 7,840 5,600 11,760 
  短期借入金の返済による支出 △ 7,240 △ 5,798 △ 13,808 
  長期借入れによる収入 2,300 3,180 5,830 
  長期借入金の返済による支出 △ 3,130 △ 3,508 △ 6,850 
  自己株式の取得による支出 △ 8 － △ 7 
  自己株式の売却による収入 － 0 0 
  子会社の所有する親会社株式の売却による収入 － 1 1 
  配当金の支払額 △ 505 △ 504 △ 738 
  少数株主への配当金支払額 △ 1 △ 1 △ 1 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 746 △ 1,030 △ 3,814 
Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 52 24 37 
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △ 3,249 △ 5,200 △ 4,063 
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 29,004 33,068 33,068 
Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 25,754 27,867 29,004 
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

 すべての子会社（11 社）を連結しております。 

  主要な連結子会社の名称 

   「１．企業集団の状況」に記載しているため、省略しております。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用した関連会社数 1 社 

  会社の名称 

   CNA ENGINEERS PTE LTD. 

  上記の関連会社の決算日は中間連結決算日と異なっておりますが、当該会社の事業年

度に係る財務諸表を使用しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、MERINO O.D.D.SDN.BHD. 、THAI O.D.D.CO.,LTD. 及び

DAI-DAN PHILIPPINES,INC. の中間決算日は６月３０日であります。 

中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 

 その他有価証券 

      時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定） 

 時価のないもの  移動平均法に基づく原価法 

②デリバティブ  時価法 

③たな卸資産 

 未成工事支出金  個別法に基づく原価法 

 材料貯蔵品   移動平均法に基づく低価法 

 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 建物（附属設備を除く）については定額法、その他は定率法によっており

ます。ただし、在外連結子会社については定額法を採用しております。 

 なお、当社及び国内連結子会社における耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
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（ハ）重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

完成工事未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ②完成工事補償引当金  

    完成工事に対するかし担保補償の目的をもって設定したもので、補償対

象工事に対し、過去の実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上してお

ります。 

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

  ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末要支給

額を引当計上しております。 

  ⑤債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損

失見込額を計上しております。 

 

（ニ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中

間決算日の直物為替相場により円換算し、収益及び費用は期中平均相場により円

換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含め

ております。 

 

（ホ）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
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（ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法         繰延ヘッジ処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段          金利スワップ取引 

・ヘッジ対象          長期借入金の支払利息 

非上場株式の受取配当金    

③ヘッジ方針 

 長期借入金の支払利息については、金利変動リスクを回避するため、デ

リバティブ取引を利用しております。また、非上場株式の受取配当金につ

いては、当該株式の配当額が市場金利を基礎として決定されることから、

市場金利の変動による受取配当金の変動リスクを回避するため、デリバテ

ィブ取引を利用しております。 

 なお、投機目的によるデリバティブ取引は、行わない方針であります。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比率分析する方法によって行っております。 

 

（ト）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

①完成工事高の計上基準 

工事完成基準によっております。在外連結子会社は工事進行基準によっ

ております。 

②消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満期日の到来する定期預金及び満

期日又は償還日等の定めのない容易に換金可能であり、価格変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資であります。 
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（追加情報） 

 

自己株式及び法定準備金取崩等会計 

 

当中間連結会計期間から｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣（企業会

計基準第１号）を適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響

はありません。 

 

 

中間連結貸借対照表 

 

１．中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間から｢資本準備金｣は｢資本剰

余金｣として、「連結剰余金」は「利益剰余金」として表示しております。 

 

２．前中間連結会計期間において独立掲記しておりました「子会社の所有する親会社株式」

（当中間連結会計期間１４百万円）は、中間連結財務諸表規則の改正により当中間連結

会計期間においては「自己株式」（当中間連結会計期間５百万円）及び「少数株主持分」

（当中間連結会計期間８百万円）に含めて表示しております。 

 

 

中間連結剰余金計算書 

 

１．中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間から中間連結剰余金計算書

を、資本剰余金の部及び利益剰余金の部に区分して記載しております。 

 

２．中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間から「連結剰余金期首残高」

は「利益剰余金期首残高」として、「連結剰余金減少高」は「利益剰余金減少高」として、

「連結剰余金中間期末残高」は「利益剰余金中間期末残高」として表示しております。 

  また、前中間連結会計期間において独立掲記しておりました中間純損失については、

「利益剰余金減少高」の内訳として表示しております。 
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注記事項 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

 当中間連結 
会計期間末 

前中間連結 
会計期間末 

前連結 
会計期間末 

１．有形固定資産の減価償却累計額 5,025 百万円 5,109 百万円 4,973 百万円 

２．担保資産及び担保付債務    

（１）担保に供している資産    

定期預金 27 百万円 －百万円 27 百万円 

投資有価証券 787 百万円 1,473 百万円 1,092 百万円 

（２）上記に対応する債務    

工事未払金 35 百万円 －百万円 43 百万円 

1 年以内返済予定長期借入金 683 百万円 611 百万円 742 百万円 

長期借入金 489 百万円 239 百万円 781 百万円 

３．受取手形裏書譲渡高 3 百万円 150 百万円 155 百万円 

４．中間連結会計期間末日（期末日）満期手形の会計処理   

 中間連結会計期間末日（期末日）満期手形の会計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。したがって前中間連結会計期間末日（前期末日）の末日が

金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日（期末日）満期手形が中間連

結会計期間期末（期末）残高に含まれております。 

受取手形 －百万円 1,326 百万円 640 百万円 

支払手形 －百万円 3,294 百万円 3,739 百万円 

 

（中間連結損益計算書関係） 

 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 
当中間連結 
会計期間 

前中間連結 
会計期間 

前連結 
会計期間 

  従業員給料手当 1,926 百万円 1,996 百万円 3,910 百万円 

  退職給付費用 695 百万円 469 百万円 954 百万円 

  役員退職慰労引当金繰入額 35 百万円 38 百万円 77 百万円 

  電算費 486 百万円 337 百万円 706 百万円 

  通信交通費 551 百万円 538 百万円 1,081 百万円 

  貸倒引当金繰入額 4 百万円 68 百万円 405 百万円 

  減価償却費 72 百万円 84 百万円 165 百万円 
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２．完成工事高の季節的変動 

  当企業集団の完成工事高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成す

る工事の割合が大きいため、連結会計年度の上半期の完成工事高と下半期の完成工事高

の間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 

  当中間連結会計期間末に至る１年間の完成工事高は、次のとおりであります。 
 前連結会計年度下半期 107,134 百万円   

 当中間連結会計期間 50,590 百万円   

 計 157,724 百万円   

 

３．ゴルフ会員権等評価損には、貸倒引当金繰入額 29 百万円を含めております。 

 

４．中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当連結会計年度において予

定している利益処分による固定資産圧縮積立金の取崩しを前提として、当中間連結会計

期間に係る金額を計算しております。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に

掲記されている科目の金額との関係 

（単位：百万円） 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

現金預金勘定 23,723 25,598 27,110 

有価証券勘定 2,178 2,626 2,330 

  計 25,902 28,224 29,440 

預入期間が３か月を超える定期預金 △ 47 △ 56 △ 233 

追加型公社債投資信託以外の有価証券 △ 100 △ 300 △ 202 

現金及び現金同等物 25,754 27,867 29,004 
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（リース取引関係） 

 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

（単位：百万円） 

工具器具・備品 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

取 得 価 額 相 当 額              1,865 1,573 1,451 

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額              842 841 867 

中間期末（期末）残高相当額 1,022 731 584 

 

２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

（単位：百万円） 

工具器具・備品 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

１ 年 以 内 427 349 315 

１  年  超 615 406 290 

合     計 1,042 755 606 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

（単位：百万円） 

工具器具・備品 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

支払リース料 237 199 406 

減価償却費相当額 222 184 375 

支払利息相当額 15 14 26 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。 

 



５．有価証券関係 
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当中間連結会計期間末（平成 14 年 9 月 30 日現在） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

             （単位：百万円） 
 

中間連結貸借対照表 

計 上 額 
時      価 差      額 

社 債 700 700 0 

計 700 700 0 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

                （単位：百万円） 
   

取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 

計 上 額 
差      額 

（1） 株式 6,718 7,133 414 

（2） 債券    

社 債 2 2 0 

（3） その他 285 249 △ 36 

計 7,007 7,385 378 

（注）その他有価証券で時価のあるものについて、66 百万円減損処理を行っております。 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表 摘   要 

（１）満期保有目的の債券   

  割引金融債 99  

  非上場外国債券 0  

計 100  

（2）その他有価証券   

  ﾏﾈｰ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌｧﾝﾄﾞ 1,182  

  中期国債ﾌｧﾝﾄﾞ 896  

  非上場株式 

  （店頭売買株式を除く） 
1,904 

 

計 3,983  

（3）関連会社株式   

  非上場株式 531  

計 531  
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前中間連結会計期間末（平成 13 年 9 月 30 日現在） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

             （単位：百万円） 
 

中間連結貸借対照表 

計 上 額 
時      価 差      額 

 社債 700 700 0 

計 700 700 0 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

               （単位：百万円） 
   

取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 

計 上 額 
差      額 

（1） 株式 8,368 8,683 314 

（2） 債券    

   社債 2 3 0 

（3） その他 302 164 △ 138 

計 8,674 8,850 176 

（注）その他有価証券で時価のあるものについて、103 百万円減損処理を行っております。 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表 摘   要 

（１）満期保有目的の債券   

  割引金融債 99  

  非公募の内国債券 2  

  非上場外国債券 0  

計 102  

（2）その他有価証券   

  ﾏﾈｰ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌｧﾝﾄﾞ 1,471  

  中期国債ﾌｧﾝﾄﾞ 855  

  非上場株式 

  （店頭売買株式を除く） 
866 

 

計 3,192  

（3）関連会社株式   

  非上場株式 494  

計 494  
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前連結会計年度末（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

             （単位：百万円） 
 

連結貸借対照表 

計 上 額 
時      価 差      額 

社 債 700 696 △ 3 

計 700 696 △ 3 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

               （単位：百万円） 
   

取 得 原 価 
連結貸借対照表 

計 上 額 
差      額 

（1） 株式 6,489 6,956 466 

（2） 債券    

   社債 2 2 0 

（3） その他 183 183 － 

計 6,676 7,143 466 

（注）その他有価証券で時価のあるものについて、2,207 百万円減損処理を行っております。 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表 摘   要 

（１）満期保有目的の債券   

  割引金融債 99  

  非公募の内国債券 2  

  非上場外国債券 0  

計 102  

（2）その他有価証券   

  ﾏﾈｰ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌｧﾝﾄﾞ 1,232  

  中期国債ﾌｧﾝﾄﾞ 895  

  非上場株式 

  （店頭売買株式を除く） 
880 

 

計 3,009  

（3）関連会社株式   

  非上場株式 478  

計 478  

 



６．デリバティブ取引関係 
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当社は、金利スワップ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、注

記を省略しております。 

 

 

 

７．セグメント情報 

 

１．事業の種類別セグメント情報 

当連結中間会計期間（平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日）、 

前連結中間会計期間（平成 13 年 4 月 1 日～平成 13 年 9 月 30 日）及び 

前連結会計年度（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 

 

当企業集団は、設備工事業を営んでおり、当該事業以外に事業の種類がないため、

事業の種類別セグメント情報の記載を行っておりません。 

 

２．所在地別セグメント情報 

当連結中間会計期間（平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日）、 

前連結中間会計期間（平成 13 年 4 月 1 日～平成 13 年 9 月 30 日）及び 

前連結会計年度（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 

 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が 90%を超えているため、

所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

３．海外売上高 

当連結中間会計期間（平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日）、 

前連結中間会計期間（平成 13 年 4 月 1 日～平成 13 年 9 月 30 日）及び 

前連結会計年度（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 

 

海外売上高が連結売上高の 10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

 

 

 



平成 15年 3月期 個別中間財務諸表の概要    平成 14年 11月 21日

上   場   会   社   名       ダイダン株式会社 上場取引所 東 大

コード番号       1980 本社所在都道府県
（ＵＲＬ　http://www.daidan.co.jp　） 大阪府

代表者役職名　　取締役社長
氏名　　　　　　　　菊地　比呂志

問合せ先 責任者役職名　　専務取締役業務本部長

氏名　　　　　　　　安藤　壽一 TEL (06) 6441 - 8231
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 21日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　　　　平成 14年 12月 　9日 単元株制度採用の有無　　有（１単元　1,000株）

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年9月中間期 49,236 △ 15.0 △ 2,417 － △ 2,659 －

13年9月中間期 57,947 △ 8.6 △ 2,010 － △ 2,085 －

14年3月期 162,412 1,605 1,712

  

百万円 ％ 円　　銭

14年9月中間期 △ 1,820 － △ 39.62

13年9月中間期 △ 1,620 － △ 35.25

14年3月期 △ 1,508 △ 32.82
(注)①期中平均株式数 14年 9月中間期   45,939,028 株　　13年 9月中間期   45,959,178 株 　　14年 3月期   45,957,421 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり １株当たり

中間配当金 年間配当金 （注）14年  9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭 　　記念配当　　　0 円 00 銭

14年9月中間期 5.00 － 　　特別配当　　　0 円 00 銭

13年9月中間期 5.00 －

14年3月期 － 16.00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年9月中間期 139,399 41,952 30.1 913.46

13年9月中間期 136,974 44,295 32.3 963.71

14年3月期 145,212 44,338 30.5 965.00

（注）①期末発行済株式数　14年 9月中間期   45,926,959 株　　13年 9月中間期   45,962,861 株 　　14年 3月期   45,946,405株 

　　　②期末自己株式数　　14年 9月中間期   　　　36,844 株　　13年 9月中間期 　　　　  942 株  　　14年 3月期　　　  17,398株 

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）

期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭

通　　期 155,000 1,700 1,100 11.00 16.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   23 円 95 銭 

　　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　上記業績予想に関する事項につきましては、連結添付資料の５ページをご参照下さい。

売　　上　　高

中間（当期）純利益

営　業　利　益 経　常　利　益

当期純利益 １株当たり年間配当金

１株当たり中間
（当期）純利益

総  資  産 株  主  資　本

売　上　高 経　常　利　益

１株当たり株主資本株主資本比率
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（１）中間比較貸借対照表 

（単位：百万円） 

当中間会計期間末 

（平成 14年 9月 30日現在） 

前中間会計期間末 

（平成 13年 9月 30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成 14年 3月 31日現在） 

 

期  別  

 

 科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 預 金           

受 取 手 形           

完 成 工 事 未 収 入 金           

有 価 証 券           

未 成 工 事 支 出 金           

そ の 他 

貸 倒 引 当 金           

 

 

22,917 

10,840 

21,346 

2,178 

47,244 

6,694 

△ 519 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24,861 

15,737 

23,845 

2,627 

36,174 

6,591 

△ 397 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26,533 

13,139 

40,155 

2,330 

30,203 

6,742 

△ 692 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

流 動 資 産 合 計              1 1 0 , 7 0 3  79.4 1 0 9 , 4 4 0  79.9 1 1 8 , 4 1 2  81.5 

固 定 資 産  

有 形 固 定 資 産           

無 形 固 定 資 産           

投 資 等           

投 資 有 価 証 券           

そ の 他 

貸 倒 引 当 金           

 

5 , 6 5 4  

1 , 0 6 0  

2 1 , 9 8 0  

10,876 

12,822 

△ 1,719 

 

 

5 , 8 9 1  

1 4 5  

2 1 , 4 9 6  

11,094 

11,115 

△ 714 

 

 

5 , 7 3 2  

4 1 6  

2 0 , 6 5 0  

9,499 

12,796 

△ 1,645 

 

固 定 資 産 合 計              2 8 , 6 9 5  20.6 2 7 , 5 3 4  20.1 2 6 , 7 9 9  18.5 

資 産 合 計              1 3 9 , 3 9 9  100.0 1 3 6 , 9 7 4  100.0 1 4 5 , 2 1 2  100.0 
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（単位：百万円） 

当中間会計期間末 

（平成 14年 9月 30日現在） 

前中間会計期間末 

（平成 13年 9月 30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成 14年 3月 31日現在） 

 

期  別  

 

 科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

支 払 手 形           

工 事 未 払 金           

短 期 借 入 金           

未 成 工 事 受 入 金           

未 払 法 人 税 等           

完成工事補償引当金           

そ の 他 

 

 

22,779 

14,949 

9,679 

33,524 

118 

47 

6,499 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26,161 

16,167 

11,731 

22,687 

70 

34 

5,880 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33,172 

26,289 

9,486 

16,620 

102 

33 

5,231 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

流 動 負 債 合 計              8 7 , 5 9 7  62.8 8 2 , 7 3 2  60.4 9 0 , 9 3 6  62.6 

固 定 負 債           

長 期 借 入 金           

退 職 給 付 引 当 金           

役員退職慰労引当金           

債務保証損失引当金           

そ の 他 

 

4,401 

4,834 

379 

210 

24 

 

 

5,122 

4,185 

404 

210 

24 

 

 

4,824 

4,435 

442 

210 

24 

 

固 定 負 債 合 計              9 , 8 4 9  7.1 9 , 9 4 5  7.3 9 , 9 3 8  6.9 

負 債 合 計              9 7 , 4 4 7  69.9 9 2 , 6 7 8  67.7 1 0 0 , 8 7 4  69.5 
（ 資 本 の 部 ） 

資 本 金           

資 本 準 備 金 

利 益 準 備 金           

そ の 他 の 剰 余 金 

任 意 積 立 金           
中間未処理損失（△） 
当期未処理損失（△） 

その他有価証券評価差額金 

自  己  株  式 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

 

4 , 4 7 9  

4 , 7 1 6  

1 , 1 1 9  

3 3 , 8 7 6  

34,703 
△ 826 

－ 
1 0 2  

－ 

 
3.3 
3.4 
0.8 

24.7 
 
 
 

0.1 
－ 

 

4 , 4 7 9  

4 , 7 1 6  

1 , 1 1 9  

3 3 , 7 5 9  

34,703 
－ 

△ 944 
2 7 0  

△ 7  

 
3.1 
3.2 
0.8 

23.2 
 
 
 

0.2 
△0.0 

資 本 金           

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金           

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金           

任 意 積 立 金           
中間未処理損失（△） 

その他有価証券評価差額金 

自  己  株  式 

4 , 4 7 9  

4 , 7 1 6  

4,716 
3 2 , 5 5 3  

1,119 
32,500 

△ 1,066 
2 1 9  

△ 1 6  

3.2 
3.4 

 
23.3 

 
 
 

0.2 
△0.0 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 

 
－ 

 
 
 

－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 

 
－ 

 
 
 

－ 
－ 

資 本 合 計              4 1 , 9 5 2  30.1 4 4 , 2 9 5  32.3 4 4 , 3 3 8  30.5 

負 債 ・ 資 本 合 計              1 3 9 , 3 9 9  100.0 1 3 6 , 9 7 4  100.0 1 4 5 , 2 1 2  100.0 
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（２）中間比較損益計算書 

                      （単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 
前事業年度の 
要約損益計算書 

平成 14 年4 月 1 日から
平成 14 年 9 月 30 日まで

平成 13 年4 月 1 日から
平成 13 年 9 月 30 日まで

平成 13 年 4 月 1 日から
平成 14 年 3 月 31 日まで

期 別 
 
 
科 目 

金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率 

  ％  ％  ％ 
完 成 工 事 高              49,236 100.0 57,947 100.0 162,412 100.0 

完 成 工 事 原 価              45,990 93.4 54,540 94.1 149,669 92.1 
完 成 工 事 総 利 益              3,245 6.6 3,407 5.9 12,742 7.9 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費              5,663 11.5 5,417 9.4 11,137 6.9 
営業利益又は営業損失（△） △ 2 , 4 1 7  △ 4.9 △ 2 , 0 1 0  △ 3.5 1 , 6 0 5  1.0 

営 業 外 収 益              (164) 0.3 (151) 0.3 (455) 0.3 
受 取 利 息              13  20  31  

そ の 他 151  131  423  
営 業 外 費 用              (405) 0.8 (227) 0.4 (348) 0.2 

支 払 利 息              133  149  290  

そ の 他 272  77  57  

経常利益又は経常損失（△） △ 2 , 6 5 9  △ 5.4 △ 2 , 0 8 5  △ 3.6 1 , 7 1 2  1.1 

特 別 利 益              (7) 0.0 (9) 0.0 (244) 0.1 
固 定 資 産 売 却 益              －  9  242  

投 資 有 価 証 券 売 却 益              7  0  1  

特 別 損 失              (134) 0.3 (256) 0.4 (3,637) 2.2 
固 定 資 産 売 却 除 却 損              25  6  21  

投 資 有 価 証 券 売 却 損              12  －  6  

投 資 有 価 証 券 評 価 損              66  112  2,207  
ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損 29  136  333  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 －  －  751  

そ の 他 －  －  317  

税引前中間（当期）純損失（△）  △ 2 , 7 8 6  △ 5.7  △ 2 , 3 3 2  △ 4.0 △ 1 , 6 8 0  △ 1.0 

法人税、住民税及び事業税              110 0.2 80 0.1 175 0.1 
法 人 税 等 調 整 額               △ 1,076 △ 2.2  △ 791 △ 1.3 △ 347 △ 0.2 

中間（当期）純損失（△） △ 1 , 8 2 0  △ 3.7  △ 1 , 6 2 0  △ 2.8 △ 1 , 5 0 8  △ 0.9 
前 期 繰 越 利 益              753  794  794  

中 間 配 当 額              －  －  229  

中間（当期）未処理損失（△） △ 1 , 0 6 6   △ 8 2 6   △ 9 4 4   
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（３）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 

  子会社株式及び関連会社株式  移動平均法に基づく原価法 

  その他有価証券 

    時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの  移動平均法に基づく原価法 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

     時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  未成工事支出金   個別法に基づく原価法 

  材料貯蔵品   移動平均法に基づく低価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

  建物（附属設備を除く）  定額法 

  その他    定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

 

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

 

６．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

完成工事未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

（２）完成工事補償引当金 

完成工事に対するかし担保補償の目的をもって設定したもので、補償対象工事に

対し、過去の実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
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定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用

処理することとしております。 

（４）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を引当計

上しております。 

（５）債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失見込額

を計上しております。 

 

７．完成工事高の計上基準 

工事完成基準によっております。 

 

８．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

９．ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法  繰延ヘッジ処理を採用しております 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段  金利スワップ取引 

・ヘッジ対象  長期借入金の支払利息 

非上場株式の受取配当金 

（３）ヘッジ方針 

長期借入金の支払利息については、金利変動リスクを回避するため、デリバティ

ブ取引を利用しております。また、非上場株式の受取配当金については、当該株式の

配当額が市場金利を基礎として決定されることから、市場金利の変動による受取配当

金の変動リスクを回避するため、デリバティブ取引を利用しております。 

なお、投機目的によるデリバティブ取引は、行わない方針であります。 

（４）ヘッジの有効性評価の方針 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計とを比率分析する方法によって行っております。 

 

10．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（追加情報） 

 

自己株式 

従来、｢自己株式｣は流動資産の｢その他｣に記載しておりましたが（前中間会計期間末０

百万円）、前事業年度の下期から資本に対する控除項目として資本の部の末尾に記載してお

ります。 

 

自己株式及び法定準備金取崩等会計 

当中間会計期間から｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣（企業会計基

準第１号）を適用しております。これによる当中間期の損益に与える影響はありません。 

 

中間貸借対照表 

中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間から｢資本準備金｣は｢資本剰余金｣の

内訳として、また、｢利益準備金｣｢任意積立金｣｢中間未処分利益｣は｢利益剰余金｣の内訳と

して表示しております。 
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注記事項 

 

（比較中間貸借対照表関係） 

 （当中間期末） （前中間期末） （前期末） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,790 百万円 4,878 百万円 4,736 百万円 

２．担保資産及び担保付債務    

（１）担保に供している資産    

投資有価証券 787 百万円 1,473 百万円 1,092 百万円 

（２）上記に対応する債務    

１年内返済予定長期借入金 683 百万円 611 百万円 742 百万円 

長期借入金 489 百万円 239 百万円 781 百万円 

３．中間期末日（期末日）満期手形の会計処理   

 中間期末日（期末日）満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理

をしております。したがって前中間期末日（前期末日）が金融機関の休日であったため、

次の中間期末日（期末日）満期手形が中間期末(期末)残高に含まれております。 

受取手形  －百万円 1,325 百万円 634 百万円 

支払手形  －百万円 3,293 百万円 3,739 百万円 

４．保証債務    
 連結子会社である MERINO  
 O.D.D. SDN. BHD.の受注工事に 
 対する契約履行保証に伴い、銀行 

   

 が保証状を発行したことに対する 261 百万円  －百万円  －百万円 

 保証 （8,108ＲＭ） （※ＲＭ：マレーシア・リンギット） 

 

（比較中間損益計算書関係） 

 （当中間期末） （前中間期末） （前期末） 

１．有形固定資産の減価償却実施額 81 百万円 93 百万円 182 百万円 

２．完成工事高の季節的変動 

  当社の完成工事高は、通常の営業の形態として、事業年度の上半期の完成工事高と

下半期の完成工事高の間に、著しい相違があります。 

  当中間期末に至る１年間の完成工事高は、次のとおりであります。 
 前事業年度下半期 104,464 百万円   

 当中間期 49,236 百万円   

 計 153,700 百万円   

３．ゴルフ会員権等評価損には、貸倒引当金繰入額 29 百万円を含めております。 

４．中間会計期間に係る納付額及び法人税等調整額は、当事業年度において予定してい

る利益処分による固定資産圧縮積立金の取崩しを前提として、当中間会計期間に係る

金額を計算しております。 
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（リース取引関係） 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

（単位：百万円） 

工具器具・備品 当中間期 前中間期 前  期 

取 得 価 額 相 当 額              1,843 1,555 1,434 

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額              832 835 859 

中間期末（期末）残高相当額 1,011 720 574 

 

 ２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

（単位：百万円） 

工具器具・備品 当中間期 前中間期 前  期 

１ 年 以 内 423 346 312 

１  年  超 607 397 283 

合     計 1,030 744 596 

 

 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

（単位：百万円） 

工具器具・備品 当中間期 前中間期 前  期 

支払リース料 235 197 402 

減価償却費相当額 220 182 372 

支払利息相当額 15 14 26 

 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。 

 

 

（有価証券関係） 

 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（単位：百万円） 

当 中 間 期       前 中 間 期  前   期 

平成14年4月 1日から 
平成 14 年9 月 30 日まで 

平成13年4月 1日から 
平成 13 年9 月 30 日まで 

平成13年4月 1日から 
平成 14 年3 月 31 日まで 

 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 

電 気 工 事       

空 調 工 事       

水道衛生工事 

 

13,687 

36,511 

13,371 

% 

21.5 

57.5 

21.0 

 

15,633 

35,889 

13,654 

% 

24.0 

55.0 

21.0 

 

33,064 

85,597 

32,647 

% 

21.8 

56.6 

21.6 

受

注

工

事

高

 
 
 
 
 
 
 
 

 

合    計 63,569 100.0 65,177 100.0 151,309 100.0 

 

電 気 工 事       

空 調 工 事       

水道衛生工事 

 

13,750 

25,629 

9,856 

 

27.9 

52.1 

20.0 

 

12,321 

33,260 

12,365 

 

21.3 

57.4 

21.3 

 

33,310 

92,992 

36,109 

 

20.5 

57.3 

22.2 

完

成

工

事

高

 
 
 
 
 
 
 
 

 

合    計 49,236 100.0 57,947 100.0 162,412 100.0 

 

電 気 工 事       

空 調 工 事       

水道衛生工事 

 

32,581 

98,922 

45,830 

 

18.4 

55.8 

25.8 

 

36,202 

98,065 

47,065 

 

19.9 

54.1 

26.0 

 

32,644 

88,041 

42,315 

 

20.0 

54.0 

26.0 

繰

越

工

事

高

 
 
 
 
 
 
 
 

 

合    計 177,335 100.0 181,333 100.0 163,001 100.0 

 

 


